
　　　新富町長　　土　屋　良　文

　 新富町の財政事情をここに公表します。
 　この財政事情は町民の皆様に町の財政がどのように運営されているか、またどのような状
況にあるか広く知っていただくため、年に２回公表しているものです。
　 今回は、平成２８年度の決算及び平成２９年度上半期における歳入・歳出予算を中心に、
町民負担の状況や町有財産の状況等について、お知らせいたします。
　 これからも、健全で効率的な財政運営に努めてまいりますので、町民の皆様のご理解とご
協力をよろしくお願いいたします。

平成２８年度の出来事：
平成28年9月に日向大橋の新橋が開通しました。今年度も4車線化の一部利用開始が予定されてお
り、渋滞の緩和や人・物の新たな流れが期待されます。

       しんとみ 
 

  財政事情  
 

平成29年10月 

写真提供：大和開発㈱ 



（各特別会計は４ページをご参照ください。）

予算額 / 92億4,953万3千円 予算額 / 92億4,953万3千円

収入済額 / 34億6,824万円 支出済額 / 33億5,914万9千円

※

◎一時借入金の２９年９月末現在の借入金現在高は０円 ※

区　　分 町債現在高
町民一世帯
当たり残高

町税は平成２９年１０月１日の住民基本台帳の世帯数、人口で除した
数値。国民健康保険税は平成２９年９月３０日の被保険者数で除した
数値。

平成２９年１０月１日の住民基本台帳の世帯数、人口で除した
数値。

町　　税 183,453円 79,830円

国民健康
保険税

110,983円

一般会計 61億1,715万9千円 798,585円 347,507円

収納率　37.5%

被保険者
一人当たり

区　　分
町民一世帯

当たり
町民一人

当たり

執行率　36.3%

町民一人
当たり残高

その他行政経費投資的経費義務的経費 

37億4,756万8千円 15億3,844万9千円 39億6,351万6千円

平成２９年度予算の状況（平成2９年９月末現在） 

一般会計 

歳 入 歳 出 

国庫支出金 

地方交付税 

町税 

県支出金 

繰入金 

町債 

各種交付金等 

国有提供施設交付金 

その他 

民生費 

総務費 

教育費 

土木費 

衛生費 

公債費 

農林水産業費 

消防費 

その他 

22億164万6千円 

20億2,883万8千円 

14億525万2千円 

8億4,431万8千円 

8億2,802万1千円 

3億8,445万3千円 

3億7,556万6千円 

1億5,000万円 

10億3,143万9千円 

29億2,983万9千円 

16億2,387万9千円 

12億5,972万6千円 

7億5,397万5千円 

6億9,352万5千円 

6億3,178万3千円 

5億1,887万5千円 

3億4,064万9千円 

4億9,728万2千円 

財源の構成 

自主財源 32億6,471万2千円 35.3％ 依存財源 59億8,482万1千円 64.7％ 

町 税 

15.2％ 

繰入金 

9.0％ 

諸収入 

1.0％ 

分担金負担金 

1.6％ 使用料手数料 

1.4％ 

地方交付税 

21.9％ 

国庫支出金 

23.8％ 

県支 

出金 

9.1％ 

国有提供施設交付金 

1.6％ 
交付金等 

4.1％ 
町税の構成 

町 税 

14億525万2千円 

固定資産税 

6億1,355万1千円 

43.7％ 

軽自動車税 

6,270万円 

4.5% 

町たばこ税 

8,600万円 

6.1% 

性質別にみた歳出予算 

扶助費 人件費 公債費 
普通建

設事業

災害復

旧事業
物件費 

補助費

等 
その他 

町債等（借入金）２９年９月末現在高及び負担の状況 町民の負担の状況（２９年９月末） 

19億2,083万1千円 

11億9,495万4千円 

6億3,178万3千円 

15億3,183万8千円 

661万1千円 

14億9,677万2千円 

12億1,860万1千円 

12億4,814万3千円 

農林水産業費 

町民税 

6億4,300万1千円 

45.7% 

その他

7.1％ 

町債 

4.2％ 
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（各特別会計は４ページをご参照ください。）

歳入決算額

歳出決算額

うち民生費

　平成28年度一般会計の決算額は、歳入が92億2,348万円、歳出が88億7,267万円で、歳入歳出差し引き額
3億5,081万円から翌年度へ繰り越すべき財源3,531万3千円を差し引いた実質収支は、3億1,549万7千円と
なりました。なお、この数値は国の決算統計に基づき、集計・分析した金額により表記しています。

平成２８年度決算の状況 

一般会計 

国庫支出金 

地方交付税 

町税 県支出金 

町債 

繰入金 

交付金等 

国有提供施

設交付金 
その他 扶助費 

人件費 

公債費 

普通建設事

業費 災害復旧費 

物件費 

補助費等 

積立金 

繰出金 その他 

目的別歳出の内訳 

民生費 

総務費 

教育費 

土木費 

衛生費 

公債費 

農林水産… 

消防費 

商工費 

議会費 

その他 

28億552万8千円（29.7％） 

15億7,213万7千円（20.5％） 

10億6,402万3千円（14.8％） 

7億5,763万5千円（9.3％） 

6億6,181万1千円（7.1％） 

6億48万9千円（6.0％） 

5億516万7千円（5.7％） 

4億1,282万1千円（4.0％） 

3億8,628万円（1.7％） 

9,991万円（1.1％） 

686万9千円（0.1％） 

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 

歳入決算額 7,917,978 10,712,178 9,187,904 9,742,458 9,223,480

歳出決算額 7,602,865 10,405,208 8,812,088 9,265,599 8,872,670

最近5年間の決算の状況 

120億 

100億 

80億 

60億 

40億 

20億 

（単位：千円） 

歳 入 総 額 歳 出 総 額 

92億2,348万円 

歳 出 総 額 

88億7,267万円 

総  務  費   役場内の建物管理、選挙などの経費 

民  生  費   福祉(社会、老人、児童)事業や国民年金などの経費 

農林水産業費   農林水産業の振興に使われる経費 

土  木  費   道路や公園、町営住宅の建設管理などの経費 

教  育  費   学校や体育館、文化財など教育にかかる経費 

衛  生  費   医療や環境、し尿処理などの経費 

公  債  費   町債（借入金）の返済金 

消  防  費   消防団活動、広域消防負担金などの経費 

商  工  費   商工業や観光産業の育成にかかる経費 

議  会  費   議員の報酬や議会運営にかかる経費 

18億5,789万9千円 
20.1% 

21億4,022万2千円 
23.2% 

15億408万円 
16.3% 

7億6,140万3千円 
8.3% 

4億3,078万9千円 
4.7% 

6億264万5千円 

6.5% 

4億2,295万7千円 
4.6% 

1億5,605万1千円 
1.7% 

13億4,743万4千円 
14.6% 

17億9,086万7千円 
20.2% 

11億3,810万4千円 
12.8% 

6億48万9千円 
6.8% 

13億8,628万1千円 
15.6% 

686万9千円 
0.1% 

11億75万6千円 
12.4% 

13億2,585万6千円 

14.9% 

7億6,929万7千円 
8.7% 

6億8,918万7千円 
7.8% 

6,496万4千円 
0.7% 

農林水産業費  

 2



区分
町民一世
帯当たり

町民一人
当たり

財 政 調 整 基 金

す こ や か 安 心 基 金

が ん ば る 新 富 町 応 援 基 金

公 共 施 設 等 整 備 基 金

区　　分 金　　額

10億688万2千円

2億8,811万9千円

1億7,936万7千円

1億7,390万4千円

土 地 開 発 基 金

被保険者
一人当たり

２８年度は一時借入金の借り入れはありませんでし
た。

1億9,381万1千円

7,696万3千円

7,560万6千円

計

116,568円
新富町小中学校教育情報化整備基金

出資による権利 3,030万4千円

有価証券 310万4千円

区分 数量及び金額

土地 2,061,263㎡

そ の 他 （ １ ０ 基 金 ）

※平成２９年４月１日の住民基本台帳の世帯数、人口で除
した数値。

減 債 基 金

有線ラジオ放送施設運営基金

8,000万円

1億5,796万3千円地 域 福 祉 基 金

1億4,156万円

建物 109,400㎡

※町税は平成２９年４月１日の住民基本台帳
の世帯数、人口で除した数値。国民健康保険
税は平成２９年３月３１日の被保険者数で除し
た数値。

国民健康
保険税

町税 197,697円 85,435円
農 業 振 興 基 金

読 書 環 境 整 備 基 金 5,694万7千円

1億4,587万9千円

25億7,700万1千円

町債 840,824円 363,362円

基金 338,723円 146,379円

区分 町民一世帯当たり 町民一人当たり

平成11年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 

最近5年間の町（借入金）の状況） 

町債（借入金）及び基金（積立金）の年度末現在高の状況 

70億 

60億 

50億 

40億 

30億 

20億 

10億 

 

 

平成11年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 

最近5年間の基金（積立金）の状況 

35億 

30億 

25億 

20億 

15億 

10億 

5億 

 

★平成10年度

以降過去最高

額が平成11年

度 

★平成10年度以

降過去最低額が

平成11年度 

一時借入金年度末現在高の状況 

町民の負担状況（29年3月末） 

基金年度末現在高 

町有財産の状況 町債・基金の一人当たりの残高等 

67億9,144万8千円 
63億9,698万7千円 

59億2,756万円 61億4,589万1千円 
65億98万4千円 

63億2,084万7千円 

13億3,801万円 

25億7,700万1千円 

31億7,090万5千円 28億9,783万7千円 

23億9,476万円 
26億1,723万4千円 

臨時財政 

対策債 

28億323万1千円 

※臨時財政対策債は、地方交付税の代替であり地方自治

体が借り入れを行いますが、発行した臨時財政対策債の元

利償還金は、将来地方交付税で交付されることとなっていま

す。 

建設事業債等 

31億2,432万9千円 

建設事業債等 

31億9,157万8千円 

建設事業債等 

32億5,326万9千円 

建設事業債等 

33億8,082万9千円 

建設事業債等 

33億83万1千円 

臨時財政 

対策債 

29億5,431万3千円 

臨時財政 

対策債 

30億6,757万8千円 

臨時財政 

対策債 

31億2,015万5千円 

臨時財政 

対策債 

30億9,615万6千円 
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（平成29年9月末現在）

水道事業

減価償却費
資産減耗費
動力費
修繕費
舗装復旧費
薬品費
委託料
その他
計

給水収益
その他
計

支出
人件費
支払利息
減価償却費
資産減耗費
動力費
修繕費
舗装復旧費
薬品費
委託料
その他
計

※収益的収支とは、１年間の事業活動に伴って発生する収入と支出を損益計算の形で表すもので、いわば企業の経営成
績を示すものです。資本的収支とは、１年間に支出した施設の整備拡充等の経費とその財源となる収入を収支の形で表す
ものです。

3億6,428万9千円

15億7,825万2千円

3億6,319万1千円 109万8千円 後期高齢者医療事業 3億8,679万7千円
1億7,923万5千円 46.3%

33.6%

4万6千円7万1千円11万7千円

28億5,936万6千円

歳入決算額 予　算　額

27億8,540万4千円
12億2,981万円

10億6,158万2千円

歳出決算額 実質収支額 会　計　名

26億6,323万8千円 1億9,612万8千円 国民健康保険事業
38.1%
45.5%

14億4,164万円 1億3,661万2千円 介 護 保 険 事 業 15億9,739万4千円
7億2,646万7千円

6億2,195万円 38.9%

収入済額
支出済額

44.2%

収納率
執行率

1億2,992万4千円

平成28年度の総有収水量は1,545千㎥（１日平均4,233㎥）でありました。給水戸数は5,677戸で給水人口は14,164人
に水を給水しています。収益的収支では、収入2億9,834万7千円に対し、支出2億8,765万8千円で差引1,068万9千円
の純利益がありました。また、資本的収支では、収入1億7,241万8千円に対し、支出2億8,360万2千円で差引1億1,118
万4千円不足した為、過年度分損益勘定留保資金等で補てんしました。

西都児湯情報公開・個
人情報保護審査会

14万1千円
18万7千円 132.6%
5万9千円 41.8%

各特別会計の平成29年度予算・平成28年度決算の状況 

特別会計 平成28年度決算 平成29年度予算 

企業会計 平成28年度決算 

収益的収支 

給水収益 

その他 

人件費 

支払利息 

減価償却費 

資産減耗費 

動力費 

修繕費 

舗装復旧費 

薬品費 委託料 その他 

国庫補助金 

工事負担金 

企業債 
量水器費 

送配水設備 

拡張改良費 

企業債償還 

固定資産

購入費 

収 入 
 

2億9,834万7千円 

支 出 
 

2億8,765万8千円 

収 入 
 

1億7,241万8千円 

支出 
 

2億8,360万2千円 

資本的収支 

2億3,510万3千円 
79.7% 

6,324万4千円 
20.3% 

3,470万8千円 
12.2% 

1,051万6千円 
4.3% 

1億3,676万9千円 
48.2% 2,019万2千円 

6.1% 

1,974万1千円 
8.0% 

1,216万1千円 
4.8% 

75万円 
0.2% 

333万3千円 
1.1% 

2,751万円 

6.4% 

2,197万8千円 

8.7% 

1億2,885万6千円 
81.6% 

356万2千円 
1.2% 

4,000万円 
17.2% 

522万8千円 
0.4% 

2億4,295万9千円 
91.1% 

3,541万5千円 
8.5% 
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貸借対照表 （平成29年3月31日現在） （単位：千円）

（平成29年9月末現在）

1 1

2 2

3 3

4 4

5 5

6 6

7 7 収益的収入　……水道料・給水負担金等

8 8 収益的支出　……人件費・施設運営費・借入金利息等

9 9 資本的収入　……企業債等

10 10 水道管布設・企業債償還等

11

12

※

：
：
：

：

：

0.0%

1億2,277万2千円

1億1,868万4千円

4,733万7千円

0千円

2,050万6千円

3億1,859万6千円

3億1,354万4千円

2,631万2千円

機械及び装置

構築物 修繕引当金

未払金

車両及び運搬具 引当金

862,869

1,404,271

547

建設仮勘定

工具及び備品

繰延収益

現金預金 資本金

預り金

0

1,081

563,913

合計 3,326,454 合計 3,326,454

※資本的収支の不足額は、当年度分損益勘定留保資
金等で補てんします。

資本的支出　……

未収金

貯蔵品

資本剰余金

減債積立金

建設改良積立金

未処分利益剰余金

7,525

2,222

0

147,505

333,201

16,042

借　　　　　方 貸　　　　方

区　　　分 予算額
土地 建設改良等企業債

退職給付引当金建物

水道事業

59,562

424,464

531,446

30,000

　本町では、水道事業において資金不足が発生していないため、「－」で表示しています。

将来負担比率

(52.9)

350.0

新富町比率欄の、上段の
数値は平成28年度決算、
下段（　）内の数値は前年
度（H27）決算となります。

実質赤字比率

－

15.00

20.00

連結実質
赤字比率

－

20.00

30.00

公営企業会計（本町では水道事業会計）において、
資金不足があった場合、その不足額が該当事業の
規模に占める割合。

　各比率ともに数値が高くなると財政状況の悪化を示します。本町では、普通会計・特別会計ともに黒字決算であ
るため、実質赤字比率及び連結実質赤字比率は「－」で表示しています。全ての比率で早期健全化基準内という
決算状況でした。また、実質公債費比率については、前年度比率より悪化しましたが、将来負担比率については
改善しています。

※標準財政規模とは、その地方公共団体が標準的な状態で通常収入が見込まれる一般財源の規模。

実 質 赤 字 比 率
連結実質赤字比率
実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

普通会計の収支が赤字である場合、その赤字額が標準財政規模に占める割合。
全会計を合わせた総収支が赤字である場合、その赤字額が標準財政規模に占める割合。

新富町比率

説明

説明

新富町比率

資金不足比率

－

資金不足比率

財政再生基準

早期健全化基準

一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する割合。

全会計及び一部事務組合等の実質的な公債費に費やした一般財源の額が標準財政規
模に占める割合。

25.0

35.00

42.48.5

収入済額

支出済額

実質公債費比率

(7.9)

収納率

執行率

収益的
収　入

支　出

資本的
収　入

支　出

5,099

15,800

2,429

986,739

0

1,258,193

16.7%

37.3%

15.1%

平成29年度予算 

平成28年度決算に基づく財政健全化判断比率 

財政健全化判断比率 
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【歳入】 地方消費税交付金
うち社会保障財源化分（税率引き上げ分）

【歳出】 地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられた社会保障施策経費
（単位：千円）

2,656,619

168,385

612,107

1,876,127

決算額

1,290,331 46,053

1,141,203

105,569

43,559

30,279

1,320,235

704,645

0 506,538

15,774 109,052

2　社会保険費

1　社会福祉費

区　　分

疾病予防対策事業、医
療提供体制確保事業、
高齢者医療事業など

国民健康保険事業、介
護保険事業など

　平成２６年４月１日より消費税率（国・地方）が５％から８％へ引き上げられることに伴い、地方消費税交付金の増収
分については、その使途を明確化し、社会保障施策に要する経費に充てるものとされています。
　平成２８年度における社会保障施策経費への決算状況については、下記のとおりです。

       301,634千円 
（139,702千円）

2,656,619千円

一般財源その他特定財源国県支出金

財源の内訳

合計

障がい者福祉事業、高
齢者福祉事業、児童福
祉事業、母子福祉事業
など

3　保健衛生費

消防団第1・5・16部の消防自動車を更新し、消防団
の機能強化を図りました。

町営住宅外壁・屋根防水等改善事業（社総交事業）消防自動車購入事業（調整交付金事業）

佐土原～木城線道路改修事業（民生安定事業） 五反田避難タワー建設事業（社総交事業）

民生安定事業により改修された佐土原～木城線（写
真は西畦原地区付近）

津波避難施設の整備を行い、地域の防災力強化を
図りました。

建物の長寿命化を図るため、新前原団地・栗野田団
地の外壁・屋根防水等改善工事を実施しました。

工事延長220ｍ　　　　　　　　総事業費　1億732万円 　　　　　　総事業費　1億1,388万円

　総事業費　8,341万円　　　　　　　総事業費　2,538万円

平成２８年度の主な普通建設事業 

地方消費税交付金（社会保障財源化分）の使途 
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おりお知らせします。

・定員管理の実績

平成２９年４月１日現在　　総職員数１４８人

　　職員数の推移（各年４月１日現在） （単位：人）

Ⅰ　職員の任免及び職員数に関する状況

　１　職員の採用試験の状況　（統一試験　平成２８年９月１８日実施分）

　２　職員の離職の状況（平成28年4月1日～平成29年3月31日）

平成２７年

12

　町職員の給与については、国家公務員の給与等を参考にしながら、さらに町議会の

審議を経て条例や規則によって定められています。町民の皆様により一層のご理解を

45

第１次試験
合格者数

1

いただくために、給与や定員を含めた新富町における人事行政の運営の状況を次のと

第１次試験
受験者数（Ａ）

区分

職員数

人事行政運営等の状況について

1

最終合格者数
（Ｂ）

5

3

6.6033

149

平成２８年

156

区分 申込者数

一般事務(初級)

平成２５年 平成２６年

158 149

区分 男 計

2

0

1

女

1定 年 退 職 2

早 期 退 職

そ の 他 1

148

競争率
Ａ／Ｂ

平成２９年

7



　３　定員管理の状況

　　ア　部門別職員数の状況（各年４月１日現在）

　　イ　平成29年度職員の増減状況

Ⅱ　職員の給与の状況

　１　人件費の状況（平成28年度一般,国保,介護,後期医療,水道会計決算） ※人口は平成29年3月31日現在

千円 千円

注）１．この表は、歳出額に占める人件費の割合を示したものです。

 ２．人件費には特別職（町長など三役及び町議会議員など）に支給される給料・報酬などを含みます。

　２　職員の給与の状況（平成29年度　一般,国保,介護,後期医療,水道会計予算）

人 千円 千円 千円 千円 千円

0

一人当たりの給与費

0

0

0

△ 3

0

5,924876,70593,190

0

△ 1

1,229,733 9.0%

5

増員数

2

0

12

2商 工

18

17

13

19

10

3

16

衛 生

0

総務・企画 0

1

7

△ 1

業務量の増加

0

労 働 0 0

衛 生 0 1

0

0

1

△ 1

1

減員数

149 148

10

4

0

0

部門

計

介 護 保 険 76

1

00

0△ 7

差引

0 0

0

△ 118

5

総務・企画

12

4国 保 老 健 4

職員数

13,628,397

計

区 分 住民基本台帳人口

222,916

（Ａ） 職員手当

148

計（Ｂ）給料 Ｂ／Ａ

水 道 0 0

国 保 老 健

0 0

00

介 護 保 険

商 工 0 0

土 木 0 3

教 育 0 0

2

2

1

△ 11

43

△ 10

17

16

0

10 △ 1

0

0

11

1

0

1

3

13 13

14

0 0

43 2

3

149

水 道

0

税 務

0

土 木

5

教 育

農 林 水 産

平成27年

3議 会

45

労 働

職　　員　　数

平成28年

0

平成28年平成27年

対前年増減数

平成29年部門 平成29年

区分

1

人件費率（Ｂ／Ａ）

給　　　与　　　費

0

0

人件費（Ｂ）

0

新規事務に伴う異動

3 4

期末・勤勉手当

歳出額（Ａ）

注）１．職員給与費は人件費から共済費、退職手当、特別職の給料・報酬を除いたものです。

560,599

農 林 水 産 0 0

税 務 0 事務の統廃合縮小

民 生 2 2

△ 2

0

0

業務量の増加

0

△ 3

主 な 増 減 理 由

0

1

△ 1

△ 1

0議 会

民 生 13

平成28年度 17,605人
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　３　職員の平均給料・給与月額及び平均年齢の状況（平成29年4月１日現在）

円 円 歳

円 円 歳

　４　職員の初任給の状況（平成29年4月1日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

　５　職員の経験年数別、学歴別平均給料月額の状況（平成29年4月1日現在）

　６　一般行政職の級別職員数の状況（平成29年4月1日現在）

 

人 人 人 人 人 人 人

注）１．職員の給与に関する条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

　　２．標準的な職務とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。

　　３．一般行政職とは税務職、技術員、保健師、栄養士、水道職員、社会教育主事を除きます。

　７　職員手当の状況

　(1)期末・勤勉・退職各手当（平成29年4月1日現在）

　勤続

　　　　　20.445月分

35年

20年

本町と同じ

　　　　　1.375月分

採用２年経過日

最高限度

30年

本町と同じ

区分

224,900

149,400146,100

204,000

経 験 年 数 10 年

円 271,700

１級

主事・技師

国

　定年前早期退職特例措置　2～45％

　　　　42.4125月分

271,700

計

職員数 26

技　　師

主任主事

主任技師

32

27.8%

主　　事

経 験 年 数 20 年

構成比

課長補佐 課　　長

課長補佐
標準的な
職務内容

19

306,200

16.5%

係長・主査

19

（自己都合）

　　　　　1.7月分

主任主事

22.6%

６月期

　　　　25.55625月分

　　　　49.59月分

期
末
・
勤
勉
手
当

12月期

　　　　　41.325月分

　　　　　36.105月分

　　　　　2.60月分

退
職
手
当

その他の加算措置

（定年・早期）

（ 期 末 手 当 ）

16.5%

6

（ 勤 勉 手 当 ）

給 料 額給 料 額

円

183,300大学卒

区分

一般行政職

計６級

149,400

円

４級２級

採用２年経過日
初任給

40.6

一般行政職

３級

高校卒

区 分

大学卒

一般行政職

初任給

304,800

183,300178,200

146,100

100.0%

115

円

11.3%

本町と同じ

国

円

円

　　　　　0.85月分

　　　　49.59月分

　　　　　0.85月分

13

主　　幹

178,200

224,900

経 験 年 数 15 年

高校卒

５級

区 分

5.2%

新　　　富　　　町

313,900 340,200

352,500

平 均 給 料 月 額

42.5技能労務職

　　　　　1.225月分

係長・主査

新　富　町

主任技師

平 均 給 与 月 額

　　　　　49.59月分

平均年齢区分

9



　(2)特殊勤務手当（平成28年度一般,国保,介護,後期医療,水道会計決算）

％

円

    町税事務に従事する職員の特殊勤務手当

　(3)時間外勤務手当（一般,国保,介護,後期医療,水道会計決算）

円

円

　(4)扶養手当・住居手当・通勤手当（平成２９年４月１日現在）

　配偶者　10,000円　扶養親族たる子１人につき　8,000円

　扶養親族たる父母等１人につき　6,500円

　配偶者なしの扶養親族１人　子10,000円　　子以外9,000円

　16歳から22歳までの１人につき　5,000円

　借家・借間で月額23,000円以下を支払っている職員（最高）　11,000円

　23,000円以上の場合（最高）　27,000円

　交通用具利用

２　～　５㎞未満 30　～　35㎞未満

５　～　10㎞未満 35　～　40㎞未満

10　～　15㎞未満 40　～　45㎞未満

15　～　20㎞未満 45　～　50㎞未満

20　～　25㎞未満 50　～　55㎞未満

25　～　30㎞未満 55　～　60㎞未満

60以上

　８　特別職の報酬等

円

円

円

円

円

円

円

Ⅲ　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

　１　勤務時間の状況

　　　当町の勤務時間は、午前８時３０分から午後５時１５分まで、勤務時間は７時間45分である。

副町長 H28.4.1565,000

休憩時間 終業時刻

教育長 535,000 H28.4.1

 12月期　  　　1.75月分

28,000円

703,000

区　　　　　分

9.45

給　　料

H28.4.1

職 員 全 体 に 占 め る 手 当 支 給 職 員 の 割 合

議 員

24,400円

262,000円

  6月期　      1.50月分

H19.10.1

8:30

副 議 長

町長

期 末 手 当

227,000

　 　計　　　  3.25月分

議長

報 酬
委 員 長

始業時刻

12:00～13:00

内　　　　　容

同

21,600円

17:15

18,700円

10,000円

給料月額 改定年月日

29,800円

H19.10.1

区 分

支給単価

286,359

H19.10.1

(平成28年の支給率）

全職種

手 当 の 種 類 （ 手 当 数 ）

区分

支 給 対 象 職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額

日額　　250円

４種類

主な支給対象業務

支 給 総 額
時 間 外
勤務手当

61,769

金額

職員１人当たり支給年額

36,653,942
28年度

年度

住
居
手
当

12,900円

区分

扶
養
手
当

31,600円

国の制度との同異

同

211,000

7,100円

2,000円通
　
勤
　
手
　
当 15,800円

4,200円

同

216,000

303,000 H19.10.1
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　２　年次有給休暇
　　(1)制度の概要

　　(2)取得状況（平成28年1月1日から平成28年12月31日まで）

日

日

人

日

％

　３　育児休業の状況(平成28年4月1日から平成29年3月31日まで)

Ⅳ　職員の分限及び懲戒処分の状況（平成28年度）

　(1)分限処分者数

　(2)懲戒等処分者数

Ⅴ　職員の営利企業等従事許可等に関する服務の状況（平成28年度）

0

計

（単位：人）

0

0

休職 降給

0

0

0

0

5,430

0

女性

2

0

0

0

免職停職

2

0

平均取得日数（Ｂ／Ｃ）

1,508

総 付 与 日 数 （ Ａ ）

0

0

0

11

0

00

報酬を得て事業若しくは事務に従事する場合

自ら営利を目的とする私企業を営む場合

営利を目的とする私企業を営むことを目的とする会社、その他の団体の役
員、顧問、評議員及び当該会社、団体の重要方針決定に参画する上級職員
の地位を兼ねる場合

営 利 企 業 等 の 従 事 の 内 容

0

（単位：件）

0

0

0

0

0

（単位：件数）

消 化 率 （ Ｂ ／ Ａ ） 27.8

計

降任

0

0

（単位：人）

0 0 0

0

免職

区 分

総 取 得 日 数 （ Ｂ ）

男性

138

0

0

　職員には、暦年（１月１日から１２月３１日まで）ごとに２０日（年の中途で採用された者に
は月割の日数）の年次有給休暇が与えられており（日単位で与えることが原則であるが、必要に
応じて、時間単位で与えることもできる。）、翌年に限り２０日を限度としてこれを繰り越すこ
とができる。

00

許可件数

　職務上の義務に違反し又は職務を怠った場合

0　法令に違反した場合

0　全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場合

0

0

2

10.9

うち育児休業期間延長の承認件数

育 児 休 業 の 承 認 件 数

対 象 職 員 数 （ Ｃ ）

0

戒告

区　　　　　分

　勤務実績が良くない場合

　職制、定数の改廃、予算の減少により廃職、過員を
　生じた場合

0　職に必要な適格性を欠く場合

0

0

0

減給区　　　　　分

0 0　条例で定めた事由による場合

　刑事事件に関し起訴された場合 0

0　心身の故障の場合

0
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Ⅵ　職員の研修の状況（平成28年度）

　(1)市町村職員研修センター研修

　(2)町独自研修

　(3)派遣・交流

Ⅶ　職員の健康診断の状況（平成28年度） （単位：人）

Ⅷ　職員の勤務条件に関する措置要求及び不利益処分に関する不服申立等の利益の保護の状況
　(1)勤務条件に関する措置の要求の状況 　(2)不利益処分に関する不服申立ての状況

該当なし 該当なし

12　婦人健診
17

158　一般健診
　眼科健診

受診者数

派 遣 ・ 交 流 内 容

Ｏ Ａ 研 修

3　脳ドック

67　人間ドック（日帰り）

地 域 ・ 創 生 セ ミ ナ ー

2

時 間 の マ ネ ジ メ ン ト セ ミ ナ ー

4

新 任 係 長 研 修
2

情 報 発 信 力 向 上 セ ミ ナ ー

新 任 課 長 研 修

ク レ ー ム 対 応 セ ミ ナ ー

地 域 ・ 人 づ く り セ ミ ナ ー

1

2

3
5

管 理 者 研 修

フ ァ シ リ テ ー シ ョ ン セ ミ ナ ー

リ ス ク マ ネ ジ メ ン ト セ ミ ナ ー

13

10

1宮 崎 県 と の 人 事 交 流

一 般 職 員 研 修

説 明 力 交 渉 力 向 上 セ ミ ナ ー

2

2

1

11

法 務 能 力 セ ミ ナ ー （ 法 制 執 務 ・ 地 方 自 治 ・
地 方 公 務 員 法 ・ 民 法 ）

新 任 課 長 補 佐 研 修

11

行 政 と 争 訟 セ ミ ナ ー

28

15

19

管理職のためのメンタルヘルスセミナー

1

ハ ラ ス メ ン ト 対 応 研 修
海 外 研 修

3
1

2新 規 採 用 職 員 研 修

（単位：人）

受講者数研 修 内 容

　人間ドック（一泊二日） 15

1広 報 基 礎 研 修
受講者数

ICT 利 用 活 用 視 察 研 修

3空 き 家 等 対 策 視 察 研 修

感 覚 統 合 療 法 入 門 講 習 会
生活支援体制整備事業先進地視察研修
認知症地域支援体制推進合同セミナー
法 務 能 力 向 上 の た め の 特 別 実 務 セ ミ ナ ー 1

1

メ ン タ ル ヘ ル ス 研 修

8

研 修 内 容

宮 崎 県 福 岡 事 務 所 へ 実 務 研 修

九 州 徴 収 フ ォ ー ラ ム

区 分

女 性 が 楽 し く 働 く た め の セ ミ ナ ー

3

分 か り や す い 文 書 の 作 り 方 セ ミ ナ ー

プ レ ゼ ン テ ー シ ョ ン セ ミ ナ ー 3
コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン 能 力 向 上 セ ミ ナ ー 9

1

専門実務研修（契約・公営企業会計・税務関係） 21

人 材 育 成 基 本 研 修

151

（単位：人）

5

4
2
2
1

人 事 評 価 制 度 評 価 者 研 修 30

派遣者数

空 港 環 境 対 策 関 係 担 当 者 研 修
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Ⅸ　職員の勤務時間及び健康管理の啓発を行う取組

　(1)時間外勤務の管理

　　・時間外勤務を週単位、月単位で職員ごと、所属部署ごとに分類。人事担当部署にて
　　　全職員の状況を把握している。
　　・週15時間以上時間外勤務をした職員に対し、人事担当による事情聴取を行い、注意、
　　　指導を行っている。
　　・月45時間以上時間外勤務をした職員に対し、業務内容等の事情聴取を行い、その内
　　　容を所属課長に報告、注意喚起を行っている。

　(2)休暇取得

　　　休暇取得状況を課長会で定期的に報告。夏季休暇等を計画的に取得できるよう休暇
　　取得計画表を作成する等、職員の休暇取得を推進し、心身の健康の回復や増進に繋げ
　　ている。

　(3)メンタルヘルスカウンセリングの実施

　　　産業カウンセラーによるメンタルヘルスカウンセリングを毎月第４週に実施。
　　相談内容は職場での悩みごとに限らず、家庭のことなど些細なことでも気軽に相談で
　　きるようになっている。また、役場庁舎外に相談室を設置し、職員の秘密が守られる
　　よう配慮を行う等相談しやすい環境を充実させている。

　(4)メンタルヘルスに関する広報

　　　相談先等の情報を課長会で周知。また、オンラインネットワークにより開催日等の
　　の情報を全職員へ周知している。カウンセリングについては、職員自身で直接相談の
　　予約ができるため秘密が守られ、相談しやすい環境となっている。

　(5)職員の健康管理

　　・全職員を対象とした年1回の定期健康診断(特定健診含む)の実施、人間ドック(日
　　　帰り、一泊二日、脳）、婦人検診、眼科検診等受診の奨励、特定保健指導を行っ
　　　ている。

　　・平成２５年度から全職員を対象として「ストレスチェック」を実施。
　　　個人毎に診断結果「ストレスプロフィール」を作成し、自分の心の健康状態を確認
　　　させるとともに、ストレス状態が高いと診断された職員については、面談等の
　　　案内を文書にて周知し、本人より申し出があれば面談等を実施している。

　　・安全衛生委員会
　　　　安全衛生委員会は会長(副町長)、副会長(総務財政課長)、衛生管理者及び委員
　　　10名で組織され、２４年度から毎年開催している。職員の健康障害の防止、安全
　　　又は衛生のための教育の実施等健康管理に関することや、業務災害の調査及び再
　　　発防止、その他の労働安全に関する事項等を審議するために設置し、職員の安全
　　　及び衛生管理に努めている。
　　　　主なものとして人間ドック受診の奨励、定期健康診断の実施、産業医による異
　　　常の認められる職員に対しての治療・再検査などの指導や、保健師による生活改
　　　善指導等を行っている。

 （6）職員の就業状況の調査

　　　平成25年5月からタイムカードを導入し、職員の出勤・退勤時間の管理を推進。

編 集 / 財政状況担当　総務財政課　中原　悠一郎
人事給与担当　総務財政課　清　　礼
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